



























　　Since the 1990s, the so-called “Crowdsourcing” projects, such as Linux and 
Wikipedia, have provided information goods for free to an unspecified large 
number of people online. This work presents an analysis of the behaviors of 
individuals providing information goods without financial compensation 
despite their enormous labor input. This paper focuses on network externality 
that often accompanies intellectual assets using the uniform communication 
model of Rohlfs（1974）, who postulates an economic theory of interdependent 
demand.
　　Because the demand for information goods with network externality is 
determined interdependently, it is necessary to reach critical mass- in terms of 
the number of users- for the community to achieve self-propelling growth. 
Free provision at starting up would thus be a necessary condition for a stable 
community building. Even if the motivations of the providers are ideal pursuit 
or needs for esteem and belonging, their rational actions to try to get market 
share are akin to profit-maximizing behavior.
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　第 3 の類型は，無料公開を伴うビジネスモデル群である．Google や








明する一連の研究の一環であるため 2），第 1 の類型を中心にして，第 2，
第 3 の類型も分析の辺縁に置いて考察を進める．理解を助ける目的で，こ
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いる（Maurer & Scotchmer, 2006），（古川，2008）．
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　（4）モデルの先行研究
　消費における技術的外部性は，Leibenstein（1950）によってバンドワ













競合する寡占的競争のモデルや（Kats & Shapiro, 1985, 1986），すでに
市場占有をもつ技術が新しい技術に代替されるメカニズムに関する研究























qi＝0　 個人 i がオープンソース・ソフトウェア・コミュニティー 
に参加しない
qi＝1　 個人 i がオープンソース・ソフトウェア・コミュニティー 
に参加した状態
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個人 i の需要に影響を与える．そのため，コミュニティーに参加しない，
もしくは参加する個人の効用関数は，それぞれ
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して導かれる．すべての i＝1, …, n について
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はずれることはない．実際 A 群の生産者になる人は B 群や C 群の参加者
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が成立しているはずである（（14）式より）．一方で　wi は 0 から 100 ま
での間で母集団に一様に分布しているのであるから，普及率が f ならば
（0＜f＜1），最後の個人 i の wi は，
w f??? ?i= -] g
となるであろう．これを（15）式に代入すると，
ff c???? - =] g
となる．したがって需要曲線は，（17）式を満足する点の軌跡となる．
　図 ? は，このケースの需要曲線を示している．横軸に普及率 f，縦軸に
費用 c をとり，原点（0，0）と（0，1）の間で極大点（0.5，25）をとる
放物線を描く．
　費用が 0＜c＜25 の範囲で，均衡点は 3 つ存在する．f＝0 のときの A，













　まず，初期に図 2 の放物線の内側下方の不均衡点 D にいると仮定する．
普及率は 0.3 で，限界効用＝21 は，実際の c＝15 よりも高い．すでに参加
しているすべての利用者は満足し，参加していない非利用者も利用したい




て f は上昇し C に至ることになる．
　もし初期に不均衡点 E にいると仮定しよう．普及率 0.9 において，c＝
図 2　均一コミュニケーション・モデルの需要曲線
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15 は限界効用＝9 を上回る．すると f は C まで後退する．
　もし初期に不均衡点 F にいると仮定しよう．普及率 0.1 において，実際
の c＝15 は限界効用＝9 を上回る．すると f は減少する．f が減少するの
で，実際の c と限界効用とのずれは，市場が f＝0 となる均衡 A に到達す
るまで増大する．つまり普及率は 0 で安定均衡に落ち着く．したがって
A 点と C 点は安定的な均衡であり，B 点は不安定である．
　最後に，いま初期に均衡点 A にいるとする．いま述べたように，すべ















利用者数を指す 5）．上記の不均衡分析で示せば，一番目に検討した費用 c 
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4）　こ の 仮 定 は Artle and Averous（1973），Squire（1973），Rohlfs（1974）の
均一通話モデル（the uniform calling model）と同一のものである．インター
ネット上では不特定・未知数とのコミュニケーションが起こり得るため，電話通
信の場合以上に妥当性が高い．
5）　クリティカル・マスは，1962 年に米国の社会学者である Everett Rogers
（1962）が初めて提唱した．Rolfs（1974）もモデルにこの概念を採用した．最近
では Moor（1991, 1999）が IT 製品の初期立ち上げでしばしば直面する普及率鈍
化を「キャズム」と呼び，この問題を取り上げている．
6）　ウェブ上では，95％ が無料の利用者であっても，5％ が有料の利用者であれば
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ビジネスが成立する．限界費用がきわめて低いためである．このためフリーミア
ムでも，まずは無料の利用者数を獲得すれことが求められる．無料の利用者の増
加は有料の利用者が生まれる母集団の拡大を意味する．
7）　ただし，個人は強制的もしくは無意識に参加している場合がある．非営利的も
しくは自発的に（協働）生産され無料公開された情報財が，デファクト・スタン
ダードとして確立した後に公式な標準規格として採用される場合である．
WWW，TCP/IP（ネットワーク接続プロトコル），Apache などがその例である．
本稿ではデファクト・スタンダードとして確立されるまでの状況を議論している．
